
　激甚化・頻発化する気象災害や、切迫する大

規模地震から国民の生命・財産・暮らしを守る

ため、国土強靱化に継続的・安定的に取り組ん

でいく必要があります。

　そのため国では、３年間集中で緊急を要する

対策を進める「３か年緊急対策」（平成30年度

～令和２年度）、５か年で取組の更なる加速化・

深化を図る「５か年加速化対策」（令和３年度～

７年度）及び推進が特に必要となる施策を中

心に取組を推進する「第１次国土強靱化実施中

期計画」（令和８年度～12年度）として、通常予

算と別枠で防災・減災関連の予算措置がなさ

れています。

　これを活用し、長崎県では、県内各地で様々

な対策を行い、強靱な県土づくりの取組を進め

ています。その効果の一部をご紹介します。
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